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平成２４年（ワ）第４９号等 玄海原発差止等請求事件 

原告 長谷川照 ほか 

被告 九州電力株式会社、国 

 

準備書面１１７ 

（被告九州電力準備書面４０に対する反論） 

 

２０２５（令和７）年５月２２日 

 

佐賀地方裁判所 民事部合議２係 御中 

 

           原告ら訴訟代理人弁護士   椛  島  敏  雅  

 

弁護士   東  島  浩  幸  

 

外 
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１ はじめに 

  被告九州電力は、準備書面４０において、改正された審査ガイドに則り、標準応答スペ

クトルを考慮した基準地震動Ｓｓ－６を策定したこと、また、当該基準地震動Ｓｓ－６に

対する玄海原子力発電所の耐震安全性に問題はない旨主張する。  

そこで、本書面では、かかる被告九州電力の主張に対する反論を行う。 

２ 標準応答スペクトルでは安全性は担保されないこと 

被告九州電力が新たに策定した基準地震動Ｓｓ－６は、「標準応答スペクトル」に基づ

き策定されている。 

しかしながら、原告ら準備書面７２の第５で主張したとおり、標準応答スペクトル自体が、

安全性を担保するような基準になっていない。 

すなわち、標準応答スペクトルは、２０００年１月１日から２０１７年１２月３１日

までの、地震規模Ｍｗ５．０～６．６の合計９０の地震（ただし、解析には８９地震

（水平動６１５波、上下動３０４波））という、わずか１７年間の観測記録をもとに策

定されたものに過ぎない（甲Ａ５１０の２の２、第７回資料２ １０６頁）。 

しかも、そのような少ない記録から、非超過確率９７．７％（平均＋２σ）のスペクトル

に基づいて標準応答スペクトルを設定している（甲Ａ５１０の２ 第７回 資料２ ３

７頁）。これは、標準応答スペクトルを超えている、現に発生した、２．３％の地震動を、

原発では考慮しなくてよいというものである。 

  このように、わずか１７年間の地震動さえも完全に包絡できていない標準応答スペクトル

で、ひとたび事故を起こせば甚大な被害を発生させる原子力発電所の安全性が十分担保

されているといえるはずがない。 

  そのような標準応答スペクトルに基づいて策定された基準地震動Ｓｓ－６では、玄海原

子力発電所の安全性は担保されておらず、いずれこれを超える地震動が原発を襲う可能性

がある。 
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（甲Ａ５１０の２の２、第７回資料２ １０６頁） 

（甲Ａ５１０の２の２ 第７回 資料２ ３７頁） 



4 

 

 

３ 基準地震動Ｓｓ－６に対する耐震安全性が確保されているとはいえないこと 

 ⑴ 「安全余裕」について 

ア 被告九州電力は、「本件原子力発電所は、元々大きな耐震安全上の余裕を有して

おり、基準地震動Ｓｓ－６に対しても十分な耐震安全性を確保していると認められる」

と主張する（被告九州電力準備書面４０・５０頁。以下、被告九州電力が主張す

る「耐震安全所の余裕」のことを「安全余裕」という）。 

イ しかし、原告ら準備書面８９で述べたとおり、「安全余裕」とは、被告九州電力が主

張しているような構造物が備えるべき安全性をさらに超えた純粋な余裕を意味するもの

ではなく、不確実な要素を抱えた構造物において最低限備えるべき安全性そのもののこ

とである。 

  すなわち、一定の基準の安全性を確保した構造物の設計を行ったとしても、設計の

段階で用いられる各種設計条件（運転サイクル、熱荷重、地震荷重など）には不確

かさがあり、構造解析に用いられる各種係数にも一定の幅ないし不確実性が存在する。

したがって、設計段階で計算上導かれる安全性の数値自体が、そもそも不確実な要素

を内包した数値である。 

  また、構造物を、実際に構築・維持管理して行くに当たっては、材質のバラツキ、溶接

や保守管理の良否、経年劣化の具合などの不確実な要素の作用が、幾層にも複雑

に絡み合い、現実に完成した構造物が、事前の想定どおりの安全性を充たさないという

ことも起こりうる。 

  さらに、構造物が複雑であればあるほど、構造物に実際に加わり得る応力を正確に

計算することは、それだけ困難になるし、時間差や方向差によって異なりうる応力につい

て、無限大に存在しうる全ての事象を予め想定して応力耐性を検証することは不可能

である。一般的に、構造物は、実際の使用時の想定においても、そのような不確実な

要素を多々抱えている。 

  不確実な要素に対しては、事前に正確な計算を行うことが不可能である以上、設計
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者ないし製造者は、要求される基準を、ギリギリに充たすことを想定して設計・製造する

のではなく、その不確実な要素に応じて、要求される基準値の何倍かの余裕を持つこと

を予め織り込んでおく、という手法をとらざるを得ない。そのような考慮からとられる

安全代
あ ん ぜ ん し ろ

が、いわゆる安全余裕なのである。 

換言すれば、安全余裕をとることによってはじめて、構造物について仮に不確実な要

素がどのように作用しても、最低限一定水準の安全性は確保されるという事が保証でき

るようになるのである。 

ウ このような考え方からすれば、被告九州電力が主張する「安全余裕」という考え方は、

設計や施工・管理等における不確定要素に対する本来必要な安全代を食い潰すもの

であり、原発の安全性を過大に評価するものである。 

  したがって、安全余裕があることを理由に、玄海原子力発電所が基準地震動Ｓｓ

－６に対して十分な耐震安全性を確保しているということはできない。 

⑵ 「応答比」を用いた評価手法について 

 また、被告九州電力は、現存する設備が、新たに設定された基準地震動Ｓｓ－６に

対して現状でも耐震安全性を有するかを、「応答比」を用いた評価方法によって評価したと

ころ、耐震安全性に問題がないことを確認した旨主張する。 

  しかしながら、現存する設備は、あくまでも従前の基準地震動（Ｓｓ－１～５）に対

応した設備でしかない。Ｓｓ－６が、Ｓｓ１～５に完全に包絡されているならまだしも、

Ｓｓ－１～５を超える部分があるからこそ、Ｓｓ－６を策定したのである。そうであるなら、

Ｓｓ－１～５に対応した設備でＳｓ－６に対する安全性が確保できると言いきれない。 

したがって、現存する設備が、基準地震動Ｓｓ－６に対する耐震安全性を有している

ということは出来ない。 

４ 結論 

  以上のとおり、標準応答スペクトルでは原子力発電所の安全性は担保できないこと、基

準地震動Ｓｓ－６に対する耐震安全性が確保されているとはいえないことから、被告九州

電力の主張には理由がない。 
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以上 


